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平成２８年１２月２６日 

 
平成２９年度精神・障害保健課予算案の概要 

 

厚生労働省障害保健福祉部 

精神・障害保健課 

 

※金額は地域生活支援事業及び社会福祉施設等施設整備事業計上分を除いた額である。 

 

障害児・障害者への良質かつ適切な医療の提供 
２，３６７億円（２，３５７億円） 

 

１．自立支援医療           ２，３０９億円（２，３０１億円） 

心身の障害の状態を軽減し、自立した日常生活等を営むために必要な自立

支援医療（精神障害者のための精神通院医療、身体障害者のための更生医療、

身体障害児のための育成医療）を提供する。 

また、自立支援医療の利用者負担のあり方については、引き続き検討する。 

（実施主体） 

・ 精神通院医療：都道府県、指定都市 

・ 更生医療：市町村 

・ 育成医療：市町村 

（負担率） 

・ 精神通院医療：国 50/100、都道府県・指定都市 50/100 

・ 更生医療：国 50/100、都道府県 25/100、市町村 25/100 

・ 育成医療：国 50/100、都道府県 25/100、市町村 25/100 

 

２．措置入院                  ５４億円（５２億円） 

精神保健福祉法の規定により、都道府県知事又は指定都市市長が入院させ

た精神障害者の入院に要する費用を負担する。 

（交付先）都道府県・指定都市  （補助率）３／４ 

 

３．医療保護入院              ３．６億円（４．０億円） 

琉球政府の負担において精神障害の医療を受けていた者が、復帰後も引き

続き当該精神障害の医療を受けた場合における医療費を補助する。 

（交付先）沖縄県  （補助率）８／１０ 
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地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進 
２０４億円（２０５億円） 

 

１．精神障害者の地域移行・地域定着支援の推進 

２．３億円（０．５億円） 

（１）精神障害者の地域移行・地域定着の推進 

                  ２．３億円（４４百万円） 

 社会福祉施設等施設整備事業 ７１億円の内数 

精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすること

ができるよう、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目

指す。このため、圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を

通じて、都道府県等と精神科医療機関、その他医療機関、地域援助事業

者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築する。 

また、長期入院精神障害者に対する地域移行に向けたグループホーム

などの基盤整備を実施する。 

①地域移行推進連携会議の開催 

都道府県・指定都市が主体となって、行政機関、精神科病院の地

域移行に関わる職員や地域の事業者等で構成する「地域移行推進連

携会議」を開催し、精神科病院からの退院に向けた支援や地域生活

の支援について、具体的方策等の検討、実施状況の把握や実施後の

評価等を行う。 

②精神科病院の職員に対する研修の実施 

地域移行に関する理解の促進を図るため、精神科病院職員に対す

る研修を実施する。 

③退院支援プログラムの実施 

地域移行に向けて、 

・退院し地域生活を送る当事者の体験談を聞く 

・地域の事業所を訪問し、活動を体験する 

等の地域移行に向けたプログラムを実施する。 

④スーパーバイザーの派遣 

初めて精神障害者を受け入れる事業所等へスーパーバイザーを派

遣する。 

   ⑤ピアサポーターの養成 

     地域移行を推進するためのピアサポーターを養成するための研修

を実施する。 

   ⑥住まい確保支援の実施 

     居住支援協議会との連携を図り、精神障害者に対する住まいの確

保に関する取組を実施する。 
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①～⑥（補助先）都道府県・指定都市  （補助率）１／２ 

⑦長期入院精神障害者の退院先としてのグループホームの整備 

     長期入院中の精神障害者の居住先確保の支援として、退院先とな

るグループホームの整備を更に推進する。 

（実施主体）都道府県・指定都市・中核市 

（補助率）１／2（負担割合 国 1/2、都道府県・市 1/4、設置者 1/4） 

⑧精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援 

地域移行に実践経験のある広域アドバイザーと、都道府県等密着

アドバイザーから構成されるアドバイザー委員会を国に設置し、ア

ドバイザー委員会や先進事例視察等を通じてノウハウの共有を図り、

都道府県・指定都市本庁と都道府県等密着アドバイザーが連携しな

がら、地域移行の仕組みづくりに携わる保健所職員、市町村職員、

精神科病院職員等に対する日常的な相談・支援、人材育成を行う。 

（委託先）公募 

 

（２）都道府県・保健所設置市・特別区における地域移行支援に係る 

体制整備【一部新規】       （地域生活支援事業のメニュー） 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムを構築するため、障害保

健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場として、都道

府県、市町村、精神科病院の医師、相談支援事業所、福祉サービス事業

者、ピアサポーター等で構成する精神障害者地域移行・地域定着推進協

議会を設置する。 

（補助先）都道府県・指定都市・保健所設置市・特別区 （補助率）１／２ 

 

 

（３） 難治性精神疾患患者に対する地域での支援体制の整備 

４百万円（５百万円） 

難治性患者に対して専門的な治療を行うことにより地域生活へ移行す

る例も少なくないため、精神科病院と他の診療科を有する医療機関との

ネットワークを構築することにより試行的に地域での支援体制を整備す

る。 

（補助先）都道府県・指定都市等  （補助率）１／２ 
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２．精神科救急医療体制の整備          １６億円（１４億円） 

地域で生活する精神障害者の病状の急変時において、早期に対応が可能な

医療体制を確保するため、地域の実情に応じた精神科救急医療体制を整備す

る。 

（補助先）都道府県・指定都市  （補助率）１／２ 

 

３．地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ体制の整備 

（地域生活支援事業のメニュー） 

ひきこもり等の精神障害者を医療につなげるため、保健所等によるアウト

リーチ（多職種チームによる訪問支援）を行う。 

（補助先）都道府県  （補助率）１／２ 

 

４．摂食障害治療体制の整備         １１百万円（１３百万円） 

摂食障害の治療を専門的に行っている医療機関を「摂食障害治療支援セン

ター」として指定し、関係機関との連携・調整等を試行的に実施するととも

に、各支援センターで集積した知見の評価・検討を行う「摂食障害全国基幹

センター」を設置し、摂食障害についての支援体制モデルの確立を目指す。 

（補助先）摂食障害全国基幹センター：民間 

摂食障害治療支援センター：都道府県 

（補助率）摂食障害全国基幹センター：定額 

摂食障害治療支援センター：１／２ 

 

５．災害時心のケア支援体制の整備      ５３百万円（３１百万円） 

（１） 災害時等における心のケアの支援体制の整備 

 ５３百万円（３１百万円） 

大規模自然災害・事故等における心のケアの対策を推進するため、災害

派遣精神医療チーム（DPAT）の司令塔機能を高め、災害等発生時の危機

管理体制の強化を図る。 

また、災害等によるストレス関連疾患に係るエビデンスの蓄積・分析な

ど心のケアに関する情報支援体制・分析基盤の整備を図り、地方自治体や

関係機関に質の高い情報を提供する。 

（委託先）民間団体 
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（２） 災害派遣精神医療チームの体制整備の推進 

（地域生活支援事業のメニュー） 

事故・災害等の被害者に対する心的外傷後ストレス障害（PTSD）など

の心のケア対策を推進するため、各都道府県・指定都市で DPAT の定期

的な連絡会議を開催するなど、事故・災害等発生時における緊急対応体

制の強化を図る。 

（補助先）都道府県・指定都市  （補助率）１／２ 

 

６．心神喪失者等医療観察法の医療提供体制の確保 

１７７億円（１８９億円） 

心神喪失者等医療観察法を円滑に運用するために、指定入院医療機関の

地域偏在の解消や通院医療を含む継続的な医療提供体制を引き続き整備

するとともに、災害発生時の医療体制について実行性のあるガイドライン

を作成する。 

また、指定医療機関の医療従事者等を対象とした研修や指定医療機関相

互の技術交流等により医療の質の向上を図る。 

 

７．てんかんの地域診療連携体制の整備      ８百万円（９百万円） 

てんかんの治療を専門的に行っている医療機関を「てんかん診療拠点機

関」として指定し、関係機関との連携・調整等を試行的に実施するとともに、

各拠点機関で集積した知見の評価・検討を行う「てんかん診療全国拠点機関」

を設置し、てんかんについての支援体制モデルの確立を目指す。 

（補助先）てんかん診療全国拠点機関：民間団体 

てんかん診療拠点機関：都道府県 

（補助率）てんかん診療全国拠点機関：定額 

てんかん診療拠点機関：１／２ 

 

８．精神科病院等における安全な医療を提供するための研修の実施 

８百万円（８百万円） 

精神科病院における患者間等の暴力行為防止に対する取組に関する研修

を一般の精神科医療従事者に対して開催する。 

（委託先）民間団体 

 

９．その他                  ２．２億円（２．３億円） 

（１）ＰＴＳＤ・思春期精神保健に関する研修の実施 

    １２百万円（７百万円） 

自然災害、犯罪被害（性犯罪、性暴力被害を含む）、事故等による PTSD

や思春期児童の問題に対する適切な対応を図るため、医療従事者等に対
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する研修を行う。 

（補助先）民間団体  （補助率）定額 

 

（２）精神保健福祉センターにおける特定相談等の実施 

９０百万円（９０百万円） 

精神保健福祉法の規定に基づき、精神保健福祉センターが実施する特

定相談や社会復帰促進事業に係る経費について補助する。 

（補助先）都道府県、指定都市  （補助率）１／３ 

 

（３） 障害支援区分認定事務の円滑かつ適正な実施のための支援 

 ４１百万円（４１百万円） 

障害支援区分にかかる審査判定実績の傾向や認定状況等の課題につい

て継続的に情報の蓄積と分析を行うとともに、自治体へのフィードバッ

クと提案・助言を行う。 

（委託先）民間団体 

 

（４） 自殺未遂者の再企図の防止         ９百万円（２０百万円） 

医療機関において、自殺未遂者が搬送された際に再度自殺を図ること

を防止するために、精神保健福祉士等によるケースマネージメントを試

行的に実施する。 

（補助先）医療機関  （補助率）定額 

 

（５）かかりつけ医等の相談体制の充実    （地域生活支援事業のメニュー） 

うつ病の早期発見・早期治療につなげるため、一般内科医、小児科医、 

ケースワーカー等の地域で活動する人に対するうつ病の基礎知識、診断、 

治療等に関する研修を行う。 

（補助先）都道府県・指定都市  （補助率）１／２ 

 

（６）認知行動療法の普及の推進        ６４百万円（７３百万円） 

うつ病の治療で有効な認知行動療法(※)の普及を図るため、医療機関の 

従事者等に対して、認知行動療法の研修を行う。 

さらに、認知行動療法の考え方を取り入れた技法を予防的アプローチと 

した「こころのスキルアップ」を広く普及するための講習会を引き続き 

実施する。 

※ものの受け取り方や考え方に働きかけて気持ちを楽にする精神療法 

（補助先）民間団体  （補助率）定額 
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アルコール健康障害、薬物依存症対策、ギャンブル等依存症対策 
の推進                   ５．５億円（１．１億円） 

 

○アルコール、薬物、ギャンブル等依存症対策  ５．３億円（１．１億円） 

                 地域生活支援促進事業３４億円の内数 

１．全国拠点機関における依存症医療・支援体制の整備 

     ６０百万円（１６百万円） 

アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症対策の全国拠点機関を指定し、

地域における指導者の養成や依存症回復施設職員への研修、都道府県等に対

する情報提供等を実施し、依存症医療・支援体制の整備を推進する。 

（補助先）独立行政法人国立病院機構久里浜医療センター 

（補助率）定額 

 

２．都道府県等における依存症医療・支援体制整備 

４．５億円（７７百万円） 

都道府県等において、地域における人材養成や、相談拠点機関の充実、専

門医療機関の指定等、民間団体等の関係機関と連携した地域の支援体制づく

りための取組を推進するため、以下の①～⑦の取組を行う。 

①医療提供体制の検討等 

地域における依存症に関する医療提供体制の在り方（専門医療機関を

含む。）の検討等を行う。 

②依存症に関する情報収集、相談、連絡調整等 

地域における支援の中核的な役割を果たすため、依存症に関する関する

情報収集、専門的な相談への対応、地域の関係機関（回復施設、自助団体、

保護観察所等）との連絡調整等を行う。 

③連絡調整会議の開催 

地域における関係機関のネットワークを強化するための連絡調整会議

を開催する。 

④人材養成 

全国拠点機関で研修を受けた指導者により、地域で依存症者の治療・支

援に当たる以下の者に対する研修を実施する。 

・保健所等で依存症の相談対応に当たる者 

・医療機関の医療従事者 

・市町村の福祉関係職員、障害福祉サービス事業所の職員等、地域生活 

の支援に当たる者 

⑤普及啓発の実施 

依存症に関する相談拠点の周知の他、情報収集・提供、小冊子等の作成・

配布、市民向けフォーラムの開催等を行う。 
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⑥家族支援の実施 

 精神保健福祉センターにおいて、家族に対して、認知行動療法の手法を

用いた心理教育プログラムの実施を含む支援を行う。 

⑦再乱用防止教育 

精神保健福祉センターにおいて、認知行動療法の手法を用いた再乱用防

止プログラムの実施による再乱用防止教育を行う。 

（補助先）都道府県、指定都市   （補助率）１／２ 

 

３．依存症問題に取り組む民間団体の支援 

地域生活支援促進事業等（３４億円）の内数 

①アルコール関連問題に取り組む民間団体支援事業 

アルコール健康障害対策基本計画等に沿って、アルコール依存症を含む 

アルコールに関連問題の改善に取り組む民間団体の活動を支援する。 

 

②薬物依存症問題に取り組む民間団体支援事業 

  薬物依存症の当事者及び家族が健康的な生活を営むことができるよう、

薬物依存症に関する問題の改善に取り組む民間団体の活動を支援する。 

 

③ギャンブル等依存症問題に取り組む民間団体支援事業 

  ギャンブル等依存症の当事者及び家族が健康的な生活を営むことができ

るよう、ギャンブル等依存症に関する問題の改善に取り組む民間団体の活

動を支援する。 

 

○アルコール健康障害対策のうち内閣府から移管する事業費  １７百万円 

アルコール健康障害対策基本法に基づき、内閣府が所管するアルコール健

康障害対策業務の平成２９年４月の厚生労働省への移管に向けて、アルコー

ル依存症対策の他、アルコール健康障害に対する理解を促進するとともに、

アルコール健康障害に関する予防及び治療、回復支援に至る切れ目のない支

援体制の整備を推進する。 

 

１．アルコール健康障害対策理解促進事業          １２百万円 

アルコール関連問題啓発週間関係事業の開催やリーフレットの作成等を

し、アルコール健康障害に関する正しい理解の普及啓発を行う。 

 

２．アルコール健康障害対策連携推進事業           ３百万円 

  都道府県のアルコール健康障害対策の推進を図るための研修会等の開催

し、都道府県のアルコール健康障害対策を推進する。 
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東日本大震災及び熊本地震被災者に対する心のケア体制の整備 
１４．２億円（１３．６億円） 

東日本大震災及び熊本地震による被災者の心のケア等を継続的に実施する

ため、被災県に設置している「心のケアセンター」において、精神保健福祉

士等による訪問相談、医療の提供支援等を行うための体制整備を支援する。 

（補助先）岩手県・宮城県・福島県 （補助率）定額 

（補助先）熊本県         （補助率）３／４ 


